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①消費税率の引き上げを政府が検討していること。
②社会保障制度の改悪に次ぐ改悪が実施されてきたこと。
③危機的な経済状況の中で国民・労働者の生活は貧困の度を増していること。
④日本の経済を立て直し、国民・労働者の生活を改善させるうえで、大企
　業が蓄えている４６０兆円にのぼる内部留保の一部を国民生活に還元す
　ることが不可欠であること。
⑤ＪＲ東日本社員の生活実態は極めて苦しい状況にあること。
⑥ＪＲ東日本の財務状況と内部留保の現状から、５０００円の賃上げは十
　分に可能であること。

　３月６日、４月１日以降の新賃金要求申し入れの第１回交渉
が開催されました。第１回交渉では、組合側からの要求趣旨説
明を行い、その後若干の意見交換を行いました。


